
市
民
や
事
業
者
の
方
に
は
自
助
活
動

で
暴
力
団
を
排
除
す
る
こ
と
を
規
定

し
た
。
ま
た
、
県
で
作
成
し
た
パ
ン

フ
レ
ッ
ト
を
用
い
て
、
出
前
講
座
な

ど
を
警
察
と
連
携
し
て
行
う
。

▼
24
年
度
一
般
会
計
予
算

5

特
定
規
模
電
気
事
業
者
（
Ｐ
Ｐ

Ｓ
）
と
の
電
力
契
約
は
、
本
庁
舎
と

分
庁
舎
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
今
後

ど
の
よ
う
に
取
り
組
む
の
か
。

6

本
庁
舎
と
分
庁
舎
の
Ｐ
Ｐ
Ｓ
と

の
電
力
契
約
は
、
今
回
の
大
地
震
に

よ
る
電
力
事
情
の
変
化
を
理
由
に
検

討
を
行
っ
た
。
消
防
局
も
含
め
各
施

設
管
理
者
に
Ｐ
Ｐ
Ｓ
に
つ
い
て
検
討

を
お
願
い
し
て
い
る
。

▼
土
砂
等
埋
立
て
等
規
制
条
例
の
一

部
改
正

5

届
け
出
後
、
要
件
を
逸
脱
し
た

行
為
が
あ
っ
た
場
合
の
処
分
は
。

6

ま
ず
口
頭
で
指
導
。
従
わ
な
い

場
合
は
文
書
、
続
い
て
改
善
勧
告
、

措
置
命
令
と
段
階
を
踏
ん
で
処
分
を

し
た
い
。

▼
24
年
度
一
般
会
計
予
算

5

男
女
共
同
推
進
に
向
け
若
い
世

代
に
対
す
る
啓
発
を
行
う
た
め
の
意

識
調
査
と
は
、
何
を
啓
発
す
る
の
か
。

6

若
い
世
代
に
は
デ
ー
ト
Ｄ
Ｖ
等

の
さ
ま
ざ
ま
な
問
題
が
あ
り
、
男
女

の
意
識
に
つ
い
て
調
べ
る
こ
と
を
考

え
て
い
る
。

5

ふ
る
さ
と
運
動
補
助
金
等
の
見

直
し
の
経
過
は
。

6

補
助
金
の
見
直
し
は
今
年
１
月

に
行
政
改
革
推
進
委
員
会
か
ら
出
さ

れ
た
報
告
書
に
基
づ
い
て
ふ
る
さ
と

運
動
の
補
助
金
、
町
会
の
交
付
金
等

に
つ
い
て
見
直
し
を
行
っ
た
。

▼
24
年
度
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別

会
計
予
算

かしわ市議会だより（７）平成24年５月１日 第193号

総

務

委

員

会

市
民
環
境
委
員
会

市長から提出された条例や補正予算

などの議案について、各委員会で審査

の集中したものをお知らせします。

▼
暴
力
団
排
除
条
例
の
制
定

5

市
民
や
事
業
者
の
責
務
の
条
項

が
あ
る
が
、
自
主
的
に
何
を
取
り
組

む
の
か
。
ま
た
、
ど
の
よ
う
な
広
報

活
動
を
行
う
の
か
。

6

暴
力
団
を
社
会
か
ら
排
除
す
る

こ
と
を
推
進
す
る
理
念
条
例
で
あ
り
、

5

人
間
ド
ッ
ク
・
脳
ド
ッ
ク
が
特

定
健
診
と
統
合
し
た
こ
と
に
よ
る
市

民
の
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
は
な
い
か
。

6

保
健
事
業
費
全
体
を
考
え
た
措

置
。
必
ず
し
も
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
と

は
違
う
と
考
え
て
い
る
。

▼
市
民
プ
ー
ル
条
例
の
一
部
改
正

5

塚
崎
市
民
プ
ー
ル
廃
止
後
の
跡

地
利
用
を
い
つ
ま
で
に
、
ど
の
よ
う

な
方
向
で
検
討
す
る
の
か
。

6

24
年
度
予
算
で
は
取
り
壊
し
の

予
算
を
計
上
し
て
い
な
い
が
、
１
年

で
も
早
く
実
施
し
た
い
。
跡
地
は
、

ウ
ォ
ー
ミ
ン
グ
ア
ッ
プ
場
や
駐
車
場

と
し
て
の
活
用
を
考
え
て
い
る
。

▼
こ
ど
も
ル
ー
ム
条
例
の
一
部
改
正

5

こ
ど
も
ル
ー
ム
指
導
員
に
対
し
、

ど
の
よ
う
な
内
容
の
研
修
を
行
う
の

か
。

ン
参
画
し
て
い
る
も
の
で
あ
っ
た
。

大
府
市
就
業
支
援
セ
ン
タ
ー
は
、

そ
れ
ぞ
れ
の
事
情
に
あ
っ
た
仕
事
を

紹
介
す
る
一
助
に
な
っ
て
お
り
、
関

係
機
関
と
共
に
改
善
を
図
っ
て
い
く

と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

米
原
市
の
デ
マ
ン
ド
タ
ク
シ
ー
事

業
は
、
赤
字
額
が
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ

ス
に
比
べ
大
幅
に
削
減
さ
れ
、
利
用

者
か
ら
の
反
応
も
良
く
、
利
用
者
数

も
増
加
し
て
い
る
。

【
視
察
地
・
視
察
項
目
】

◎
日
立
市
（
茨
城
県
）

食
品
等
放
射
能
測
定
シ
ス
テ
ム
に
よ

る
独
自
検
査
及
び
放
射
能
に
関
す
る

現
状
と
取
り
組
み
に
つ
い
て

【
概
要
】

災
害
警
戒
体
制
本
部
の
中
に
放
射

線
対
策
関
係
部
会
を
設
置
し
、
毎
週

金
曜
日
に
放
射
線
対
策
関
係
課
所
長

会
議
を
開
催
し
て
い
る
。
福
島
第
一

原
発
事
故
を
受
け
、
自
家
栽
培
の
農

産
物
の
安
全
性
に
つ
い
て
市
民
の
不

安
が
顕
在
化
し
、
市
議
会
か
ら
の
要

請
も
受
け
食
品
等
放
射
能
測
定
シ
ス

テ
ム
に
よ
る
独
自
検
査
を
12
月
か
ら

放
射
能
濃
度
測
定
器
２
台
で
開
始
。

１
月
26
日
ま
で
に
合
計
３
８
６
件
測

定
し
、
暫
定
規
制
値
を
超
え
た
の
は

２
件
（
し
い
た
け
）
で
あ
っ
た
。

6

研
修
は
年
６
回
実
施
し
て
お
り
、

特
に
障
害
児
保
育
な
ど
に
つ
い
て
専

門
家
の
指
導
を
受
け
て
い
る
。

▼
24
年
度
一
般
会
計
予
算

5

中
学
校
メ
ン
タ
ル
フ
レ
ン
ド
事

業
に
つ
い
て
、
実
施
件
数
は
ど
の
程

度
で
、
ど
の
よ
う
な
大
学
生
に
お
願

い
し
て
い
る
の
か
。

6

要
望
は
ほ
ぼ
す
べ
て
の
中
学
校

か
ら
上
が
っ
て
お
り
、
各
中
学
校
と

も
週
１
日
程
度
派
遣
し
て
い
る
。
教

育
学
、
心
理
学
を
勉
強
し
て
い
る
大

学
生
に
お
願
い
し
て
い
る
。

5

手
賀
東
小
学
校
へ
の
小
規
模
校

支
援
教
員
は
、
サ
ポ
ー
ト
教
員
と
ど

う
違
う
の
か
。

6

支
援
教
員
は
、
サ
ポ
ー
ト
教
員

と
異
な
り
、
学
校
の
始
業
か
ら
終
業

ま
で
子
供
に
つ
く
形
で
、
一
般
の
教

職
員
と
同
じ
時
間
帯
を
設
定
し
て
い

る
。

5

豊
四
季
台
地
域
高
齢
社
会
モ
デ

ル
事
業
で
設
け
る
地
域
医
療
拠
点
と
、

柏
の
葉
地
域
の
特
区
に
か
か
る
ト
ー

タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
は

ど
の
よ
う
な
関
係
か
。

6

地
域
医
療
拠
点
は
、
市
民
に
ワ

ン
ス
ト
ッ
プ
で
専
門
家
の
相
談
を
提

供
し
、
医
療
啓
発
を
行
う
。
ト
ー
タ

ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
は
、

リ
ハ
ビ
リ
や
口
腔
ケ
ア
、
栄
養
支
援

等
一
体
的
に
提
供
す
る
事
業
所
で
あ

り
、
ね
ら
い
が
異
な
る
施
設
で
あ
る
。

▼
下
水
道
条
例
の
一
部
改
正

5

値
上
げ
前
と
値
上
げ
後
で
は
ど

の
く
ら
い
の
収
益
の
差
が
出
る
の
か
。

ま
た
、
具
体
的
に
は
ど
れ
く
ら
い
の

負
担
増
と
な
る
の
か
。

6

年
平
均
１
億
７
２
０
０
万
円
の

増
益
と
な
る
。
ま
た
、
負
担
に
つ
い

て
は
、
一
般
家
庭
に
お
い
て
は
、
１

カ
月
20
〜
30
立
米
の
使
用
が
標
準
的

と
な
る
が
、
20
立
米
な
ら
ば
月
１
７

１
円
、
30
立
米
な
ら
ば
２
３
６
円
の

増
と
な
る
。

▼
財
産
の
処
分
（
柏
市
十
余
二
工
業

団
地
終
末
処
理
場
跡
地
）

5

不
動
産
鑑
定
を
数
者
に
行
わ
せ
、

一
番
価
格
の
高
い
鑑
定
を
基
準
に
売

却
価
格
の
交
渉
を
行
う
べ
き
で
は
な

か
っ
た
か
。

6

市
有
財
産
の
処
分
に
つ
い
て
は
、

従
来
か
ら
、
一
者
に
よ
る
鑑
定
で
行

っ
て
い
た
。
提
案
に
つ
い
て
は
今
後

検
討
し
て
い
き
た
い
。

▼
24
年
度
一
般
会
計
予
算

5

北
部
中
央
地
区
土
地
区
画
整
理

事
業
に
つ
い
て
、
現
在
の
と
こ
ろ
保

留
地
の
処
分
の
見
通
し
は
。

6

基
本
的
に
は
造
成
が
整
い
、
供

給
処
理
施
設
も
整
っ
た
段
階
か
ら
順

次
、
千
葉
県
と
し
て
保
留
地
処
分
を

行
っ
て
い
く
と
聞
い
て
い
る
。

建
設
経
済
委
員
会

放射性物質汚染対処特別措置法に基づき、本県においては９市が汚染状況重点調査地域に

指定され、それぞれの自治体において、住民の安心・安全を守るため、除染実施計画に基づ

く除染等の措置を実施しているところである。

しかしながら、国によって示された放射線量低減対策特別緊急事業費補助金交付要綱及び

取扱要領では、私立幼稚園等が実施する除染に、自治体が補助金交付をした場合は国庫補助

の対象にならないなど、除染等の措置に対する国庫補助の対象が極めて限定されたものとな

っている。これでは国の責任で実施するとの法律の趣旨に反すると言わざるを得ない。

平成２４年２月１７日、千葉県内の９市長連名で環境大臣に「緊急要望」を行っているが、

その中でも「自治体の実施する一部の除染のみが国費措置の対象となるものであり、民有地

の所有者等が行った除染に対する国費措置が含まれない等、早急かつ計画的な除染の推進を

妨げかねない」と指摘し、「当該措置のままでは、各自治体の規模や財政力により除染範囲

や方法を決定していかざるを得ないと危惧しております」と述べている。

特措法においては、「国は、これまでの原子力政策を推進してきたことに伴う社会的な責

任を負っていることに鑑み」「環境汚染への対処に関し、必要な措置を講じる」と、国の責

務を明確にし、その上で、地方公共団体が除染等の施策を推進するために必要な費用につい

ての財政上の措置を講ずるとしている。

よって、国においては、関係自治体の意見を受けとめ、放射能汚染を速やかに低減すると

いう特措法の目的を達成するため、ただちに下記の対策を講じられるよう強く要望する。

記

１ 汚染状況重点調査地域に指定された市町村が行う、除染実施計画に基づく除染等に要し

た経費を全額国費措置されるよう、必要な予算確保を行うこと。

２ 除染により発生した土壌等の処分に関し、最終処分地の確定など、福島県同様の支援を

行うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２４年　３月１９日

千葉県柏市議会

内閣総理大臣、財務大臣、環境大臣、復興大臣　あて

汚染状況重点調査地域で行われる除染等に対する

国庫補助の拡充等を求める意見書

個人質問個人質問個人質問
質疑並びに一般質問

個人質問個人質問個人質問
質疑並びに一般質問

委員会審査委員会審査委員会審査委員会審査委員会審査

教
育
民
生
委
員
会

建設経済委員会

【
視
察
地
・
視
察
項
目
】

◎
松
阪
市
（
三
重
県
）

ま
ち
な
か
再
生
プ
ラ
ン

◎
大
府
市
（
愛
知
県
）

就
労
支
援
事
業(

大
府
市
就
業
支
援
セ

ン
タ
ー)

◎
米
原
市
（
滋
賀
県
）

デ
マ
ン
ド
交
通
シ
ス
テ
ム

【
概
要
】

松
阪
ま
ち
な
か
再
生
プ
ラ
ン
の
特

徴
は
、
素
案
に
対
す
る
意
見
聴
取
だ

け
で
な
く
、
最
初
か
ら
市
民
が
プ
ラ

建
設
経
済
委
員
会

【
視
察
日
】
平
成
24
年
１
月
18
日
〜
20
日

放
射
能
等
災
害
対

策

特

別

委

員

会

【
視
察
日
】
平
成
24
年
２
月
６
日

視察報告
１月及び２月に先進市の

行政視察を実施しまし

た。

6月定例会の日程（予定）

6月1 日（金）

　　7 日（木）

　　8 日（金）

　11日（月）

　12日（火）

　13日（水）

　14日（木）

15日（金）

18日（月）

　

19日（火）

　21日（木）

招集日

質疑並びに

　　　一般質問

常任委員会

（総務・市民環境）

常任委員会

（教育民生・建設経済）

特別委員会

議案等採決




